
スリランカ
スリランカ民主社会主義共和国

面　積　　 6万5600km2

人　口　　2033万人（2012年央推計）

首　都　　スリジャヤワルダナプラコッテ

　　　　　（大統領府はコロンボ）

言　語　　シンハラ語，タミル語，英語

宗　教　　仏教，ヒンドゥー教，イスラーム教

　　　　　キリスト教（カトリック，プロテスタント）

政　体　　共和制

元　首　　マヒンダ・ラージャパクセ大統領

通　貨　　スリランカ・ルピー（ 1米ドル＝127.59ルピー，2012年平均）

会計年度　 1月～12月
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進む政権基盤の強化と中央集権化

荒
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概　　況
　国内政治では，州評議会選挙で与党が圧勝し，現政権の基盤の強化が進んだ。
また，地方に分散していた開発に関する権限を中央所管の新たな省庁に付与する
法律（デヴィ・ネグマ法）が成立するなど，中央集権的な傾向がみられる。
　立法機関と司法の関係が問われる事件が発生した。最高裁判所長官の弾劾動議
が提出され，審議の結果罷免されることになった。国内外から司法の独立性や審
議のプロセスに問題があったと批判されている。
　内戦終結から 3年が経過し，テロの脅威がなくなったこともあり，各地方の利
益団体の対立が表面化し始めた。また，各種団体がデモなどで直接的に政府に要
求するタイプの動きが増えた。
　経済成長率は，輸出や農業の不振のため，2011年の8.3％を下回り，6.4％程度
になりそうな見込みである。貿易赤字削減を目的として，中央銀行は 5年ぶりに
金利引き上げとルピーの切り下げに踏み切った。その結果，輸入は対前年比5.8％
減少した。しかし輸出も7.4％減ったので，貿易赤字は4.1％の減少にとどまった。
年前半には干ばつ，年後半には洪水に見舞われ，コメなどの農作物が被害を受け，
価格が高騰して年後半のインフレ率がやや高まった。
　外交面では，インドとはこれまで，タミル・ナードゥ州政府との間で民族問題
について対立があるものの，インド中央政府との関係は良好であった。しかし，
3月の国連人権理事会でインドが反スリランカ票を投じたことで二国間関係に緊
張がもたらされた。漁民の問題も解決策は見いだせないままである。一方，中国
とは国防部長が来訪するなど，経済面だけでなく軍事面でも関係を強めるような
動きがみられる。大統領による頻繁な外国訪問・会議出席が行われたほか，アフ
リカ諸国との関係が強化された。

2012年のスリランカ
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国 内 政 治

州評議会選挙
　東部州，北中部州，サバラガムワ州で 9月 8日に州評議会選挙が行われた。前
回の選挙は2008年に行われており， 1年前倒しの解散・選挙となった。東部州の
民族別構成は，シンハラ人23％，タミル人40％，ムスリム37％であり，各グルー
プを代表する政党がしのぎを削った。
　2008年の東部州評議会選挙は，2007年 7月の東部制圧直後に行われ，政治的解
決に前向きな姿勢を示すものであった。タミル政党としては，タミル・イーラム
解放の虎（LTTE）から分離したタミル人民解放の虎（TMVP）が与党・統一人民自
由連合（UPFA）と連立を組んだ。その一方でタミル国民連合（TNA）は，TMVPが
武装したままであることから，自由・公正な選挙が期待できず，候補者や党員の
身に危険が及ぶ可能性があるとして，参加を見合わせていたが，今回はランカ･
タミル連邦党 （ITAK）として参加した。前回の選挙で統一国民党（UNP）と連立し
たスリランカ・ムスリム会議（SLMC）の去就は揺れた。中央政府では UPFAの一
部である SLMCは，州評議会選挙でも UPFAと組むと発表したすぐ後に，独立
して戦うと宣言した。選挙後の議席の割り当てで合意に至らなかった模様である。
　選挙中，ハキーム SLMC総裁はアンパラ県カルムナイでの集会で ｢ 大統領は，
ほかの形のテロリズムを制圧したように黄色いローブ（僧侶の法衣）テロリズムも
制圧するべきだ」という発言をし，UPFAの一角をなすシンハラ政党などから大
反発を受けた。さらにムスリム内部でもハキーム総裁と，アタウッラ地方・州評
議会大臣が対立し，支持者間での激しい衝突があったと報告されている。
　結果は表 1の通り，東部州評議会選挙に初参戦となった ITAKの得票率は予想
を下回る31％にとどまった。どの政党も過半数をとることができず，連立政権を
発足させざるをえなくなった。ITAKは，UNP，SLMCと組めば22議席となり過
半数を超えるとして SLMCにアプローチした。D.E.W.グナセーカラ人的資源大
臣（上級大臣，所属政党は共産党，UPFAに属する）は 3民族の調和を重視してす
べての政党による取り組みを提案した。しかし，SLMCは，UPFAとの良好な関
係を強調して選挙を戦ってきた。ITAKと組むとなれば開発プロジェクトなどの
進行が遅れる可能性が高くなる。結果として，UPFAと SLMCが連立を組み，
UPFAから州主席大臣が任命された。ピラヤン（TMVPのリーダーで前州主席大
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臣）は，UPFA候補者としての最多の得票数を獲得し，マヒンダ・ラージャパク
セ大統領のアドバイザーに任命された。
　シンハラ人が多数派を占める北中部州およびサバラガムワ州では政権与党の
UPFAが圧勝した（表 1参照）。
　北中部州では，バーティ・プレマル・ディサナヤケが州主席大臣を 3期連続し
て務めていた。しかし今回の選挙で UPFA候補者として最多の得票数を獲得した
のは，バーティではなく，S.M.ランジットであった。ランジットの兄の S.M.チャ
ンドラセーナが中央政府で大臣ポスト（農業サービス・野生動物大臣）にあり，兄
弟で主要ポストにつくことを好ましくないと判断した UPFAの執行委員会は，ラ
ンジットが州主席大臣に就任するのは適切でないとした。兄は大臣を辞任し，弟
を州主席大臣に就任させるように要求した。他方，バーティも州主席大臣にふさ
わしいのは自分だと主張して譲らず，最終的には大統領が調整に入り州主席大臣
にはランジットが就任した。州評議会議長選出に関しては，UNPが指名した
UPFA候補者でバーティに近い人物が選出された。
　サバラガムワ州の前回の選挙では，人民解放戦線（JVP）が 2議席確保していた
が，今回は 1議席もとれなかった。JVPの本拠地である南部を舞台にした選挙に
もかかわらず，得票率も1.5％と伸び悩んだ。UNPも前回の17から14に議席を減
らした。議席を増やした UPFA内部では，新人の二世議員が目立った。
　いずれの州でも政権与党あるいはそれを支持する政党が勝利し，2009年の州評
議会選挙結果も合わせると，選挙が実施されていない北部州を除くすべての州政
府は政権与党が確固たる基盤を築いたことになる。これによって，現政権は「民
主的に国民から選出された政権」としての地位を内外に誇示することになった。

表１　州評議会議員選挙結果
UPFA UNP ITAK SLMC NFF CWC JVP 合計

東部州（トリンコマリー県，ア
ンパラ県，バティカロア県）

獲得議席数 14（20） 4 11 7 1 0 37
得票率 31.6% 11.8% 30.6% 21.0% 1.5% 0.5%

サバラガムワ州（ケーガッラ県，
ラトナプラ県）

獲得議席数 28（25） 14 2 0 44
得票率 59.2% 34.7% 3.2% 1.5%

北中部州（アヌラーダプラ県，
ポロンナルワ県）

獲得議席数 21（20） 11 1 33
得票率 61.2% 34.7% 2.9%

（注）　UPFA：統一人民自由連合，UNP：統一国民党，ITAK：ランカ・タミル連邦党，SLMC：
スリランカ・ムスリム会議，NFF：国民自由戦線，CWC：セイロン労働者会議，JVP：人
民解放戦線。UPFAの獲得議席数のカッコ内は2008年選挙時。

（出所）　Department of Electionsウェブサイト（http://www.slelections.gov.lk/）より筆者作成。
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　選挙が公正に行われたかどうかに関しては，干ばつ対策として，政府が肥料や
送水ポンプなどを支給していたが，それが実質的な選挙対策となっていたと
UNPは批判している。補助以外でも，大統領をはじめとする与党政治家はこぞっ
て選挙区に入り，国会議員選挙並みの大規模な応援合戦を繰り広げた。
　第13次憲法改正で設置された州評議会は，地方への権限委譲を意図していた。
しかし，実際は各地方の特色を活かした政治を実現するための機関になっていな
い。たとえば東部州の結果にみるように選挙民も，どちらかというと開発プロ
ジェクトの実施主体としての中央政府に期待を寄せている。州主席大臣の座を巡
る争いや二世議員が多くみられることは，中央の関心事がそのまま地方に持ち込
まれていることを示す。

権限委譲の後退
　州評議会選挙の結果以外に権限移譲の後退の兆候を示すのは，市街地・国土計
画令改正案とデヴィ・ネグマ（生活向上）法案である。前者は，地方の管轄する土
地を，保護や開発を目的として中央政府が接収することを可能にするものである。
後者はサムルディ局（貧困層救援対策），南部開発局，高地開発局を統合し，大統
領の弟であるバジル・ラージャパクセが大臣を務める経済開発省の下にデヴィ・
ネグマ開発局を新たに設置するものである。これらは第13次改正憲法に規定され
た州の権限の一部を中央省庁の権限とすることにほかならないことから， 2法案
に対して違憲の申し立てがあった。最高裁判所（以下，最高裁）は，これに対して
法案成立の条件として各州評議会の承認を求めた。
　市街地・国土計画令改正案に対しては， 2月に西部州，東部州評議会が反対し，
政府は 4月に法案を取り下げた。デヴィ・ネグマ法案に関しては， 9月から10月
にかけて北部州を除くすべての州評議会で承認を得た。州評議会議員選挙が行わ
れていない北部州では，大統領の任命を受けて就任している知事が承認した。し
かし，再び違憲の申し立てがなされ，これに対して最高裁は国民投票を行うこと
と，国会の 3分の 2の賛成が必要であると判断した（この判断が後述する最高裁
長官の弾劾につながったとみられている）。
　最終的には，国民投票が不要となるようにデヴィ・ネグマ法案を修正したうえ
で，2013年 1月 8日に国会の 3分の 2を超える大多数の賛成を得て通過した。
　タミル政党は従来から警察権限と土地開発権限を地方に移譲するべきだとし，
これこそが内戦後の民族和解につながると主張している。しかし，シンハラ人が
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多数を占める州評議会だけでなく，多民族からなる東部州評議会でも権限を中央
に付与する決議がなされている。インド政府も第13次改正憲法の完全実施を求め
ているが，タミル政党やインド政府が要求する権限移譲の姿からはますます遠ざ
かることとなった。

司法と政治の対立
　司法を巡る 2つの事件が2012年のスリランカを揺るがした。ひとつは地方の対
抗勢力の対立に巻き込まれたケースだが，もうひとつは国際社会も強く関心を寄
せるような，司法の独立性を問われる事件に発展した。
　マナー県ウプクラム（コンダイピティ）では，内戦中にヴィダタルディヴから移
動してきたタミル人カトリック系住民と地元ムスリム漁民の間で土地と漁港の使
用を巡って対立があった。ムスリム漁民らは 6月からタミル人らに土地の明け渡
しを求めて交渉を続けてきたが，タミル人らは約束を守らず居住を続けていた。
これに業を煮やしたムスリム漁民らがいくつかの漁業施設を占拠した。マナー地
方裁判所は警察にムスリム漁民13人の逮捕を命じ， 7月17日にはタミル人住民の
港の使用許可（別の場所に移るまでの期限付き）と保護を命じた。裁判所が18日に
さらに 3人のムスリム漁民の逮捕を命じたことでムスリム漁民ら500人ほどが裁
判所付近に集合し，抗議デモを実施するに至った。デモ参加者は裁判所に投石し
たため，警察が催涙弾を撃つなど騒然となった。
　この襲撃事件に関して， 7月20日，マナー地方裁判所の裁判官は，リシャー
ド・バディユディーン工業・商業大臣が抗議デモの前日に警察に電話し裁判所の
判決を覆すよう圧力をかけ，襲撃の最中も脅迫電話をかけてきたと訴えた。スリ
ランカ弁護士協会は大臣の司法への介入に抗議してストライキを実施した。バ
ディユディーン大臣は介入を否定している。
　もうひとつは最高裁長官罷免に発展したケースである。デヴィ・ネグマ法案を
巡り司法と行政の対立が表面化しつつあるときに，大統領から最高裁長官および
司法サービス委員会（JSC）メンバーに対して面談の申し込みがあった。しかし，
司法側は司法の独立の観点からこれを拒否した。その後，司法サービス委員会の
長官マンジュラ・ティラカラトネが 9月18日，国営メディアが司法関係者を批判
するいわれのない報道を行っており，これは司法の独立性を侵すものだと疑義を
示した。同月28日，同長官は18日の発言以降，司法関係者とその家族に対して
身体に危険が及びそうな気配があることを明らかにした。そして10月 7日，同長
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官は自宅付近で何者かに襲撃され負傷した。これに対して司法関係者らは抗議の
ストライキを実施している。
　最高裁がデヴィ・ネグマ法案の違憲審査を行っている最中の10月30日，与党
UPFAはシラーニ・バンダラナイケ最高裁長官の弾劾を決議した。11月 1日には
長官弾劾を求める国会議員117人の署名が国会議長に提出された。 6日には大統
領の兄で議長のチャマル・ラージャパクセが長官に対する14項目の嫌疑を読み上
げた。嫌疑は，資産公開の不備，権力濫用，憲法軽視などからなる。次いで与党
議員 7人，野党議員 4人からなる弾劾審査を目的とする国会選任委員会（PSC）が
設置された。PSCは15日，長官に対して14項目の嫌疑に対して審議予定の23日
までに回答するよう要求した。この間，長官からは時間の猶予を求める要請がな
されたが，認められなかった。最高裁も PSCに対して審議の延期を勧告したも
のの，予定通り23日に長官本人が PSCに出席して審査が行われた。最高裁はさ
らに28日に，自然法の原則に従えば PSCに最高裁長官の弾劾審査を行う権限は
ないと判断を下した。しかし翌日の国会において UPFA議員が，2001年に当時の
議長だったアヌラ・バンダラナイケが同様の判断を下していると主張し，国会議
長も，外部のいかなる機関も国会に申し立てできないとして，最高裁や野党の反
対を押し切った。
　司法と議会の対立は深まっていった。12月 3日には，全国の司法関係者らが共
同声明を出して，メディアによる司法に対する中傷的な発言に抗議するとともに，
PSCのメンバー構成に疑義を唱えた。それでも PSC審議は続いたが， 6日のヒ
アリングでシラーニ長官は，PSCメンバーの態度があまりにも敵対的で不適切
な言葉遣いをしており，司法の尊厳を保てないとして，審議を途中退席している。
翌 7日には PSCの野党議員メンバーも，適切な手続きを踏んでいないとして審
議への出席を取りやめた。これに対してはアメリカも PSCの審議について透明
性の確保と適切なプロセスの遵守を求める声明を出している。
　長官および野党議員の不在，およびアメリカからの声明にもかかわらず12月 8
日，PSCは審議の結果を国会に報告している。内容は 5つの嫌疑のうち 3つが
極めて疑わしく，最高裁長官というポストに不適切とするに十分な証拠となる，
というものだった。嫌疑は14項目あったが，残りの 9項目は審議するまでもない
という。これに対して，UNP議員で PSCメンバーのラクシマン・キリエッラは，
審議時間が短く，審議プロセスも適切でなかった，PSCを補佐する専門家をあ
てるべきであった，PSCの構成が不適切だったなどの理由をあげ，審議はあた
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かも宗教裁判であったと批判した。
　PSCの審議結果は国会提出 1カ月後に改めて国会で審議され，最終的に弾劾
が決定することになった。その間も控訴裁が PSCには弾劾審査を行う法的根拠
がないため，決定は無効であると判断したものの，2013年 1月11日，国会での審
議の後，155対49で承認され，最高裁長官の罷免が決定した。
　最高裁長官の弾劾・罷免に関しては，国内野党だけでなく，海外からも司法の
独立および適正手続の観点から批判が出ている。
　シラーニは2011年 5月にラージャパクセ大統領によって女性としては初となる
最高裁長官に任命された。しかし，彼女の任命は大統領の権限を強化した2010年
の第18次憲法改正によって，大統領が最高裁長官を任命できるようになって初め
ての長官任命であった。人権を重視する弁護士らはこの任命を政治的任命と批判
し，司法の独立が脅かされると懸念を表明した。すなわちシラーニ長官は大統領
のロイヤリストとみなされていたにもかかわらず，市街地・国土計画令改正案お
よびデヴィ・ネグマ法案に対して，反政府的ともみられかねない判断を下したこ
とで，罷免に至ったとの見方がなされている。これまで政府寄りの判決を下して
きたともいわれるシラーニ長官でさえ弾劾を免れないほど，中央の政治的権限を
強めようとする意思が強いとみることができよう。
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和解プロセスと LLRC
　2011年12月に国会に提出された「過去の教訓・和解委員会」（LLRC）報告書が
示す勧告の進捗状況は国際社会から厳しい目にさらされ，実施を求められるよう
になった。
　 3月に行われた第19回国連人権理事会（UNHRC）で，アメリカが決議案「スリ
ランカにおける和解とアカウンタビリティの促進」を提出した。内容は，スリラ
ンカ政府に対し LLRC報告書の勧告実現，包括的な行動計画の早期提示を求め，
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）からの助言および技術的支援を義務づける
ものだった。これは TNAが 1月に発表した「LLRC報告書に対する見解」とい
う，LLRCに対する批判的な報告書の要求によく似ている。これに対してスリラ
ンカ政府代表は，勧告内容の実施に取り組んでいる最中であり，外部からの関与
は必要ないと主張した。中国やパキスタンなども外国の圧力を批判した。しかし，
決議案は賛成24，反対15，棄権 8で採択された。ここでスリランカにとって予想
外だったのは2009年の決議の際はスリランカを支持したインドが賛成に回ったこ
とだった（対外関係を参照）。
　LLRC勧告の実現にもつながる人権問題への対応としては，統計局が 2月に内
戦末期の北部州における自然死以外の死因による死者数を7934人と発表して，人
権 NGO発表の死者数である，数万という数字を打ち消した。 6月には LLRCの
勧告実施に関して分野を（1）国家政策，（2）内戦の終末期，（3）人権・安全保障，
（4）再定住，開発の 4つに分け，285の実施などを提示した。
　北部州における国内避難民（IDP）の再定住が進んでおり， 9月までに難民キャ
ンプは閉鎖された。2012年末までに22万5000世帯が再定住を完了し，残るは親
戚・友人宅および福祉センターに身を寄せる8782世帯のみとなった（再定住省統
計より）。 1万人あまりの元 LTTEメンバーの社会復帰も進んでいる。LLRC勧
告への対応が欧米諸国の期待通りの速さや内容ではないものの，実施に移されつ
つある。その一方で民族問題の解決に向けた，TNAを含んだ形での PSCの設立
には今年度中も至らなかった。
　国連は11月，内戦末期のスリランカにおける国連の行動をレビューした報告書
を提出した。内容は国連の重大な失敗を認めるものであった。国連がスリランカ
を一方的に批判するだけでなく，詳細な自己批判を行ったことで，スリランカと
しても対応せざるをえなくなった。
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第13次改正憲法を巡る TNA，インド，スリランカ政府の動き
　地方の権限を縮小させるような法案が国会に提示されるなか，権限移譲を規定
した第13次改正憲法を実質的に運用させたい TNAとインド，別の形を目指すス
リランカ政府のやりとりがあった。
　 1月，インドのクリシュナ外相は，スリランカを訪問した際，大統領から第13
次改正プラスを実施する確約を取り付けたと語った。さらに 4月にはインド下院
野党指導者スワラジ議員を中心とした議員代表団がスリランカを訪問した。 6日
間にわたり政府関係者のみならずタミル政党などとも精力的に会談し，スリラン
カに対してタミル人保護や第13次改正憲法の完全実施を呼びかけた。インド側は
自らが1980年代に策定に関与した第13次改正憲法の実施をスリランカに求めてい
る。多くの少数民族を抱えるインドとしては，隣国での民族紛争の行方にも目を
光らせざるをえないためである。
　ただ，ここで注意しなければならないのは，第13次改正プラスとして大統領が
インド側に伝えたのは，上院の設立についてであったことである。タミル政党と
して政府と内戦後の北・東部の復興および和解，権限委譲などを協議する主体と
して期待された TNAは，土地や警察権限・予算権限を主に求めており，上院の
設立は重要ではなかった。TNAは失望を隠さず，スレシュTNA報道官は，上院
は権限移譲と結びつかない以上，話し合いの価値はないと切り捨てている。ジャ
フナ選出の議員シバジリンガムも，TNAが求めているのは自治と自律であると
して，上院の創設に批判的である。
　しかし，10月には第13次改正憲法の存在を揺るがすような議論が巻き起こった。
大統領の弟のゴーターベ国防・都市開発次官が新聞インタビューで，第13次改正
憲法を廃止するか現状に則した形に改めると述べた。与党内部でも意見が分かれ，
国民自由戦線（NFF）のウィーラワンサ建設大臣やシンハラ国民の遺産（JHU）の
チャンピカ大臣らのシンハラ右派政治家らは廃止の立場を表明した。仏教界から
も廃止を主張する有力僧侶が現れた。

野党
　2011年12月にラニル・ウィクレマシンハが党内選挙によって UNP総裁に選出
された。 7月には総裁選挙は 6年に 1度と作業部会が決定し，これで現在62歳の
ラニルの地位は2018年まで保たれることになった。この決定に対しては党内部か
らも反発があり，反ラニル・グループは裁判所に提訴する一方，党幹部側は，党
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の規定や指示に従わなかった党員への締め付けを強化している。UNPは，小規
模野党とともに10月，ビパクシャ・ビローダヤ（Vipakshaye Virodaya）なる野党共
闘グループを立ち上げて，集会などを開催しているが，グループの具体的な規約
などは未定のようである。
　 4月 7日，JVPの総裁ソーマワンサ・アマラシンハと一線を画すグループで，
新党を結成しようとして準備中であったプレマクマール・グナラトナム（『アジア
動向年報2012』「スリランカ」参照）と女性の活動家が，何者かに連れ去られて行
方不明となった。グナラトナムがオーストラリア国籍であったことからオースト
ラリア大使らがスリランカ政府に対して捜索を依頼した。しかし，スリランカ政
府はグナラトナムの入国記録がないとして，捜索を拒否した。 2日後，解放され
たグナラトナムは警察に保護を求めた後，オーストラリアに送還された。帰国後，
グナラトナムは連行されて尋問や拷問を受けたことを明らかにした。新しい政党
に関する尋問を受けたと述べているが，誰が何のためにグナラトナムを拉致した
のかは明らかでない。（通常，スリランカ国内で人権上の問題が発生しても，欧
米諸国はなかなか介入できなかった。今回は，グナラトナムがオーストラリア国
籍を持つことから，オーストラリア政府が介入しようとしたが，スリランカ政府
はにべもなくはねつけた形になった。）
　 5月，2010年の大統領選挙の候補者で，野党民主国民連合（DNA）指導者のサ
ラット・フォンセーカ元陸軍司令官がヴェリカダ刑務所から釈放された。都市部
におけるフォンセーカ支持は根強く，大勢の群衆が出迎えた。フォンセーカは，
政治活動に積極的な姿勢をみせているが，市民権が 7年間剥奪されており，選挙
には立候補できない。フォンセーカは UNPとの連携はありえないと断言している。
　 5月のメーデーで TNAリーダーのサンバンダンがスリランカ国旗をかざした。
タミル人のベテラン政治家としては，大きな変化であるとみなされた。しかし 5
月末，バティカロアで開催された集会で，独立を求める党規に変更がないことを
宣言し，同時に北部州・東部州の融合も求めた。10月には，TNA内部で合意形
成や説明が十分なされていないことに対して不協和音が露わになった。

社会の動き
　2009年 5月の内戦終結から 3年あまりが経過したスリランカでは，政府に対し
てそれぞれの地方や組織の要求を，デモという手段を用いて直接訴える動きが広
まった。 2月の燃料価格引き上げを契機として電気料金，パンなどの価格引き上
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げが相次いで発表されると，物価上昇に抗議するデモが多発した。警察がデモ隊
を鎮圧するために催涙弾などを用いるため，デモ参加者が暴徒化する傾向にある。
北中部州ダンブッラでは，モスクの撤去を求める仏僧らが中心となったデモが発
生し，民族間の緊張が高まった。また，大学教員のストライキは， 3カ月の長期
にわたった。大学教員連盟（FUTA）は，2011年 7月の合意に従って基本給の引き
上げや大学教育の質を維持するための予算措置の実施を求めていたものの，実現
されなかったので，大規模なストライキに打って出た。

経 済

　2012年の GDP成長率は，第 1四半期は7.9％を保ったものの，徐々に低下し，
全体では6.4％ほどにとどまる見込みで，前年の8.3％を下回る結果となった。成
長率下落の要因は以下に述べるような，天候不順による農業の不振，輸出の不振
などである。
　農業セクターは上半期までは対前年同期比の GDPは10.3％増と好調であった。
マハ期（10～ 4月）のコメ生産も36.4％増えている。しかし，南西モンスーンの遅
れによる北中部州，北西部州での 8月の干ばつや，11月の洪水により，ヤラ期
（ 5～ 9月）のコメ生産減（－38.3％）や茶などの農産物の生産や流通が影響を受け
た。天候不順が続いたものの，年末のコロンボ消費者物価指数（12カ月平均）は前
年同月比7.6％増にとどまった。
　2011 年度の貿易赤字が対前年度比98％増となったことから輸入を削減する方
策が急務となった。そのため中央銀行は，2007年以来初となる政策金利引き上げ
（ 2月）に続き， 4月にも再び金利を引き上げた。貸出を減らすことで消費財輸入
の引き締めをねらったものである。ルピーの為替レートも 2， 3月に引き下げが
容認され，さらに消費財（食料品）や車両への課税引き上げなどの措置もとられた。
その結果，消費財の輸入は対前年比18.0％減少した。前年に急増した車両輸入額
は，燃料価格の引き上げの影響もあり43.8％の減少となった。輸入全体は5.8％減
となった。
　輸出は 3月からの繊維品輸出の減少が止まらず，対前年度比7.4％減となった。
輸入の減少にもかかわらず，輸出も縮小したため貿易収支赤字はわずか4.1％減
にとどまった。この貿易赤字をサービスセクターが埋め合わせをしている構図に
変化はない。海外送金（16.3％増）と観光収入（25.1％増）は好調であった。年間の
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海外からの観光客は初めて100万人を突破した。
　ただし，送金については今後も順調とは言いきれない。2012年中，スリランカ
ではサウジアラビアにメイドとして働きに行っていた東部州ムットゥール出身の
ムスリム女性の処遇が注目されていた。リザナ・ナフィークは17歳だった2005年
に，出稼ぎ先の家の生後 4カ月の乳児を殺害した容疑で逮捕され，2007年に死刑
判決が下されていた。スリランカ政府はこれに抗議し，サウジアラビア側に猶予
を求めていたが，結局2013年 1月 9日に処刑された。これを受けてスリランカ政
府は，女性のメイドとしての海外労働を推奨しない方向に進みそうである。
　その一方で男性の海外労働者出国数は2010年から女性を上回っている。近年，
出稼ぎ先として人気があるのは，労働条件が良く，給与も高い韓国である。10月
には 3万4000人が労働資格を得るために韓国語の試験を受験した。
　海外に出稼ぎが多いのは，国内の雇用が不足しているためである。2012年半ば
以降になってオーストラリアへ向かう難民が急増した。オーストラリア出入国管
理局によれば2012年中に3000人以上ものスリランカ人難民庇護申請者が船による
オーストラリアへの不法入国を試みた。スリランカ海軍もスリランカ近海で年間
3000人以上を保護している（とくに 7， 8月に集中している）。人権団体は，難民
の多くはタミル人で，内戦終結から 3年以上経過してもなお政府や LTTEから迫
害を受けていると主張するが，オーストラリア政府はこれらの多くが経済難民で
あるとして， 8月以降管理を強化し，700人を強制送還した。その結果，到着す
る船の数は減少した。オーストラリア政府からは，難民急増の背景にはスリラン
カ政府高官が関与しているのではないかとの疑念が提示されている。
　内戦終結後のコロンボ証券市場（CSE）の株価は好調な上昇を示していたが（図
1），実は2010年の株価は操作されていたとされる。すなわち，株価指数の上昇
は，実績のない企業の株式が売買されることによって人為的に作られていたもの
だった。2012年 5月に発覚した，国有企業である国民貯蓄銀行（NSB）の幹部で，
シラーニ最高裁長官の夫でもあるカーリヤワサムがかかわった株式取引が典型的
である。市場価格が 1株30ルピーほどのザ・フィナンス・カンパニー（セリンコ
のグループ企業で，同グループを巡る2008年のスキャンダルの影響を受けて再建
中）の株式13％を 1株50ルピー（総額 3億9100万ルピー）という市場価格を大幅に
上回る価格で購入している。そのほかにも年金基金による，業績の芳しくない企
業の株購入を巡る不可解な取引が報告されている。
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対 外 関 係

　インドとは，内戦終結以降，両国間に横たわる海域における漁民の領海侵犯や
密漁によるトラブルが懸案事項として解決されないままになっていた。2012年も
同様に双方の軍や沿岸警備隊が漁民を拿捕する事件が相次いだ。さらに 3月の国
連人権理事会を契機にスリランカにおける反インド感情が高まった。ただ，イン
ドは原案にあったスリランカの義務を緩和する交渉をしたうえで賛成票を投じて
いる。スリランカにおけるタミル問題を重視するタミル・ナードゥ州から強い圧
力があったためである。
　このほかにも，タミル・ナードゥ州では 7月，タミル・イーラム（タミル人独
自の国家）を支持する団体の集会が行われ，カルナニディ・ドラヴィダ進歩同盟
党首がこれを支持した。 8月にはインドの軍事施設を使用するスリランカ軍の訓
練にジャヤラリタ州首相が反対し，また，訪印中のスリランカ人高校生スポーツ
選手の帰国を命じた。スリランカ側はこれに対してインドへの渡航自粛命令を出
したが，まもなくインド巡礼中のスリランカ人旅行者たちが暴徒に襲撃される事
件が発生した。
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図 1　コロンボ株式市場指数

（出所）　Central Bank of Sri Lanka, Selected Economic Indicators,各月版。



537

2012年のスリランカ

　このように両国の関係が冷え込むなかで 8月，カピラバスツ舎利がデリーの国
立博物館から34年ぶりにスリランカに貸し出されることとなり，約 1カ月間ケラ
ニヤをはじめとする10カ所で開帳され，正装したスリランカ人が長い行列をなし
て参拝した。
　中国との関係は，中国の援助によるノロッチョライ火力発電所が不具合を起こ
してしばしば運転を停止したことから，中国への不満が国民のなかに高まったも
のの外交上の問題に発展することはなく，むしろ良好な関係を維持した。たとえ
ばインドに売却する直前まで手続きをしていた土地が中国の航空機メーカー・中
国航空技術輸出入公司（CATIC）に売られることになり，インドは不快感を表明し
た。 8月には梁光烈国防部長， 9月には呉邦国全人代常務委員会委員長が来訪し，
軍事および経済面での連携を確認した。また11月には，スリランカの
SupremeSAT（Pvt）Ltd.と中国長城工業総公司との合弁事業で，中国の衛星発射セ
ンターからスリランカ初の静止衛星が打ち上げられ，宇宙技術センターをキャン
ディに建設する（総額 3億2000万ドル）など，両国の協力関係は範囲を広げている。
　2012年中，大統領は積極的に海外の会議に出席した。海外からの要人の来訪も
数多く，とくにアフリカ諸国との関係強化が目立った。

2013年の課題
　内戦終結以降，インドや中国の援助を利用して地方のインフラ建設を進めてき
たスリランカ政府は今後，コロンボを中心とする都市部の開発も地方と平行して
実施するつもりのようだ。そうなると今も存在する都市部と農村部の経済的な格
差はさらに拡大することになるだろう。農村部の絶大な支持を得ている現政権と
しては，その格差を放置するわけにはいかない。いかなる方策がとられるか注目
される。
　国際関係では，11月に予定されている英連邦会議の開催国となっている。最高
裁長官罷免や内戦後の人権問題などでスリランカ政府と国際社会の間に確執があ
るため，順調に開催したいスリランカとしては各国への働きかけが行われるだろ
う。その際に，人権保護に関する達成度を各国にみせる必要がある。国連の継続
的な関与は今後も続くであろう。実質的な進展を期待したい。

　（地域研究センター研究グループ長代理）
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1 月10日 ▼ゴーターベ国防・都市開発次官，
過去の教訓・和解委員会（LLRC）の勧告を実
施に移すと語る。
11日 ▼トリンコマリー沖でインド漁船 2隻
と漁師ら13人を拿捕。
14日 ▼インド･スリランカ合同漁業委員会，

合意まとまらず。

▼タミル国民連合（TNA），「LLRC報告書
に対する見解」を発表。
16日 ▼インド外相 S.M. クリシュナ来訪（ 4
日間）。大統領，ピーリス外相，TNA，ムス
リムの代表らと会談。北部の住宅建設に関す
る合意に調印。
21日 ▼カッチャティブ島沖でインド人漁民

が襲撃される。スリランカ海軍は関与を否定。
22日 ▼カラム元印大統領，来訪。
23日 ▼サラット・フォンセーカ元軍司令官
ら，反逆罪で高等裁判所に控訴される。

▼スリランカ海軍，プルムッダイでインド
人漁民43人逮捕。26日解放。
27日 ▼シャヴェンドラ･シルバ，国連平和
維持軍への助言委員会委員に任命される。ナ
ビ・ピライ国連人権高等弁務官は任命に抗議
の書簡。
29日 ▼ TNA，土地，警察，予算権限が権
限移譲に含まれるべきで，国会選任委員会
（PSC）に加わる最低条件だと強調。
2 月 3 日 ▼中銀，レポ・レートとリバース・
レポ・レートの0.5％引き上げを発表。
4 日 ▼大統領，独立記念日の集会で，民族

問題は「輸入物」の解決策でなく PSCの議
論によって解決するのが望ましい，と語る。
7 日 ▼最高裁付近で手榴弾10個が袋に入っ

た状態で発見される。
8 日 ▼最高裁前で民主国民連合（DNA），

統一国民党（UNP）らがフォンセーカ釈放を要

求しサチャグラハ（ハンスト）と抗議。
9 日 ▼中銀，為替の変動を容認する方向へ

転換すると発表。
10日 ▼大統領，パキスタン訪問。ザルダー
リー大統領，ギーラーニー首相らと会談。
11日 ▼ディーゼル価格を 1 リットル当たり31ルピー

引き上げ。ガソリンは12ルピー ，ケロシン油は
35ルピー 引き上げ。
12日 ▼オテロ米国務次官およびロバート・

ブレイク米国務次官補（南アジア・中央アジ
ア担当），来訪。大統領と会談。
15日 ▼大統領，シンガポール訪問（～16日）。
ビジネス・投資促進の覚書を締結。

▼電気料金値上げを発表。家庭用低量25％，
中量35％，大量40％，工業用は15％増。

▼チラウ漁民による燃料値上げ反対デモに
警官が発砲し 1人死亡。外出禁止令発令。
25日 ▼統計局，｢ 北部州における主な出来

事目録 ｣を発表。2009年の自然死以外の死亡
者数は7934人。
27日 ▼ジュネーブで第19回国連人権理事会

（UNHRC）開催。
3 月 7 日 ▼アメリカ，UNHRCに「スリラン
カにおける和解とアカウンタビリティの促
進」決議案提出。

▼ジャヤラリタ・タミル･ナードゥ州首相，
シン印首相宛に書簡。
14日 ▼イギリスのテレビ局チャネル 4，ド
キュメンタリー番組「スリランカのキリング
フィールド：罰せられない戦争犯罪」を放映。
19日 ▼シン印首相，下院答弁でスリランカ

決議案に賛成票を投じる可能性を示唆。
21日 ▼大統領，ムカジー印財務相と電話会
談。
22日 ▼アメリカによる決議案，UNHRCで

賛成多数で採択される （賛成24，反対15，棄

重要日誌 スリランカ　2012年
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権 8） 。
28日 ▼スリランカ・エキスポで大統領，

「我が政府は和解を通じて恒久的な平和確立
へ 1マイルを踏み出した。誰も指図すること
はできない ｣と演説。
31日 ▼政府，自動車輸入に課す物品税の引
き上げを発表。
4 月 2 日 ▼ IMF，スリランカに 4億2600万
㌦の融資を承認。
3 日 ▼港湾局，コロンボ港の混雑を理由に

すべての車両の輸入を 5月31日よりハンバン
トタ港に移すと発表（後に撤回）。
5 日 ▼中銀，政策金利のレポ・レートの

0.25％，リバース･レポ・レート0.75%引き
上げを発表。
7 日 ▼人民解放戦線（JVP）メンバーのプレ

マクマール・グナラトナム，行方不明になる。
9 日 ▼プレマクマール・グナラトナム，解

放され警察に出頭し，保護される。 
16日 ▼インド国会議員の代表団，来訪（～
21日）。
20日 ▼ダンブッラでモスクの移動を求める

集会。
23日 ▼スリランカ沿岸警備隊，インド・モ
ルディブと合同海上演習。

▼大統領，韓国訪問（～26日）。スリランカ
人労働者の韓国就労を拡大する方向で合意。
5 月 1 日 ▼与党統一人民自由連合（UPFA），
コロンボで大規模なメーデー開催。
3 日 ▼岡田副総理，スリランカ来訪（～ 4

日）。大統領，バジル経済開発大臣らと会談。
北中部州・北部州を視察。
18日 ▼大統領，フォンセーカ元陸軍司令官
釈放書類に署名。
19日 ▼内戦終結 3周年の式典開催。
20日 ▼大統領，第12回経済フォーラムに出
席するため，カタール訪問。

21日 ▼フォンセーカ元陸軍司令官，釈放さ
れる。
6 月 1 日 ▼インド内務省，タミル・イーラム
解放の虎（LTTE）の非合法化措置を 2年間延
長。
2 日 ▼コロンボ市内の11カ所のチェックポ

イントから軍が撤退。警察のみに。
4 日 ▼大統領，エリザベス女王即位60周年

記念式典に参加するためイギリスに到着。
5 日 ▼大統領のロンドン・シティでの講演

がキャンセルされる。
6 日 ▼ハンバントタ港に初めてタンカーが

入港（開港は2010年11月）。
7 日 ▼ジャガット・ジャヤスーリヤ軍司令

官と梁光烈中国国防部長，北京で会談。両国
の軍事協力関係の強化を確認。
8 日 ▼大統領，バチカン訪問。ローマ法王

ベネディクト14世と対談。
11日 ▼クリントン米国務長官，スリランカ
を含む 7カ国・地域をアメリカのイラン原油
制裁法の適用対象から新たに除外すると発表。
14日 ▼フォンセーカ，釈放以来初会見し，
現政権に加わることなく，現在の腐敗した体
制を覆して，この国を救うと発言。
15日 ▼大統領，キューバ訪問（～19日）。ラ
ウル・カストロ国家評議会議長と会談。

▼ハンバントタ県で開催の JVP集会が襲
撃され， 2人死亡。
18日 ▼第20回 UNHRC開幕。スリランカ代

表，内戦終結後のスリランカの取り組みをア
ピール。
19日 ▼大統領，ブラジル訪問（～24日）。国
連持続可能な開発会議（リオ＋20）に出席。
21日 ▼大統領，シン印首相と会談。
25日 ▼最高裁，2011年 8月に行われた全国
共通試験（GCE/AL）について，大学教育運営
委員会（UGC）に対して採点を無効とし再採
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点を行うべきとの判決。
27日 ▼北中部州，東部州，サバラガムワ州
評議会解散。
28日 ▼メノン印国家安全保障顧問，来訪。

▼バブニヤの刑務所で，タミル人囚人らが
刑務官らを人質にとる。海外の LTTE支持団
体との関与が明らかとなる。
29日 ▼ 犯罪捜査局（CID），ランカ・ミ

ラー・ウエブサイト社とラン Xニュースウ
エブサイト社に立入り調査。
7 月 3 日 ▼大学教員連盟（FUTA），政府側と
大学教員の給与引き上げなどに関して協議。
物別れに終わり， 4日からストライキ開始。
12日 ▼メディア・情報大臣，新たなニュー
スサイトの登録に10万ルピ

ー ，毎年の更新に 5
万ルピ

ー を課すと発表（後に引き下げ）。
18日 ▼マナーの漁民らと警察が衝突。裁判

所が襲撃される。
19日 ▼ UNP，党総裁選挙は 6年ごとに実
施すると決定。
20日 ▼マナーの事件に抗議して，弁護士ら
がストライキ。
25日 ▼ LLRC勧告の実施に関する国家行
動計画が閣議に提出され承認される。タスク
フォース任命。
28日 ▼ゴーターベ国防・都市計画次官，

「北部州の国内避難民（IDP）の再定住は 8月
中旬に完了し，すべてのキャンプは閉鎖され
る」と発言。
8 月 8 日 ▼ジュネーブのスリランカ国連代表，

UNHRCに人権問題に関する報告書を提出。
10日 ▼政府，砂糖，コメ，豆など 8品目の
生活必需品の値下げを発表。

▼デヴィ・ネグマ法案，国会に提出される。
12日 ▼カルナニディ・ドラヴィダ進歩同盟

党首，インド・タミル・ナードゥ州でタミ
ル・イーラム支援団体会議を開催。

13日 ▼アンパラ県で，ムスリム国民会議
（MNC，党首アタウッラ大臣）の支持者とス
リランカ・ムスリム会議（SLMC）支持者が衝
突。SLMC党首ハキームの車に投石・放火な
ど。
19日 ▼政府，イギリス外務省のスリランカ

旅行への注意呼びかけに抗議。
20日 ▼インドよりカピラバスツ舎利到着。
21日 ▼ディサナヤケ高等教育大臣，医学部
を除く全国の大学の無期限閉鎖を決定。
22日 ▼明石康日本政府代表，来訪（～27日）。
大統領ら要人と会談。
23日 ▼ワヒード･モルディブ大統領，来訪。
29日 ▼梁光烈中国国防部長，来訪。

▼大統領，第16回非同盟諸国会議に出席す
るためイラン訪問。
31日 ▼アンパラ県でMNCと SLMC支持者

の衝突。
9 月 3 日 ▼タミル・ナードゥ州でスリランカ
人巡礼者が乗ったバスが襲われる。

▼スリランカ政府，旅行会社を通じてスリ
ランカ人のタミル・ナードゥ州渡航自粛を呼
びかけ。
8 日 ▼北中部州，東部州，サバラガムワ州

選挙。北中部州，サバラガムワ州では与党の
圧勝。東部州でも UPFAが第 1党となる。
11日 ▼コロンボで第58回英連邦議員会議

（～14日）。
13日 ▼ブレイク米国務次官補，ジャフナ訪
問。
14日 ▼国連人権高等弁務官事務所チーム，
来訪（～20日）。
17日 ▼呉邦国・中国全人代常務委員会委員

長，来訪。
18日 ▼司法サービス委員会（JSC）長官，国

営メディアが司法関係者に対していわれのな
い批判を行っていると発言。
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20日 ▼大統領，インド訪問。シン印首相と
会談（～21日，到着は19日）。
25日 ▼メニック・ファーム IDPキャンプ

閉鎖。

▼西部州評議会でデヴィ・ネグマ法案を承
認する決議がなされ，続いて北西部州評議
会・ウヴァ州・東部州・中央州でも承認され
る。
28日 ▼ JSC長官，司法関係者や家族の身

に危険が及ぶ可能性について言及。
10月 1 日 ▼ピーリス外務大臣，国連総会で演
説し，「国際問題を解決するためには，各国
の主権の平等の原則に則った行動が取られる
べきである」と述べる。
7 日 ▼ JSC長官，何者かに襲われる。
8 日 ▼すべての裁判所関係者，JSC長官襲

撃事件に抗議するストライキを実施。
9 日 ▼2013年度予算の第 1読会。
10日 ▼国会に地方議会の新選挙制度に関す
る 2つの法案（「地方議会選挙法修正法案 ｣お
よび「地方議会特別法案」）が提出され，全会
一致で可決される。
11日 ▼ TNA議員団（サンバンダン議員団
長ほか），インド政府からの招待を受け，イ
ンドを訪問。シン印首相およびクリシュナ印
外相とそれぞれ会談。
12日 ▼ FUTA， 7月以来継続していたスト

ライキを停止すると宣言。
15日 ▼大統領，第 1回アジア協力対話首脳
会合に出席するためにクウェートを訪問。
21日 ▼大統領，エネルギーフォーラムに出
席するためドバイ訪問（～24日）。
30日 ▼ UPFA，シラーニ・バンダラナイケ
最高裁長官の弾劾動議提出を決定。
11月 6 日 ▼国会議長，国会に最高裁長官の弾
劾審議のための PSCを設置する。

▼最高裁の判事 3人，デヴィ・ネグマ法な

どの法案に関する決議を国会議長に送付。
8 日 ▼大統領，財務大臣として2013年度予

算を国会で発表。
9 日 ▼ヴェリカダ刑務所で囚人らが暴動。

発砲により死傷者多数。脱獄者も。
11日 ▼ゴーターベ国防・都市開発次官，訪
中。梁光烈国防部長と会談。
12日 ▼国連事務総長，スリランカに関する
国連の行動レビューの中間報告を受領。内容
はかなり自己批判的。
14日 ▼シラーニ最高裁長官への弾劾に関す

る手続き開始。
19日 ▼大統領，カザフスタン訪問（～20日）。
23日 ▼ PSC，弾劾動議の審査を開始。
27日 ▼中国・西昌衛星発射センターでスリ

ランカ初の静止衛星の打ち上げ。

▼ジャフナ大学で学生が英雄記念日の式典
を行おうとしていたところ，警察が急襲。
12月 8 日 ▼ PSC議長のアヌラ･ピリヤダー
シャナ・ヤーパ ,報告書を提出。

▼予算審議が終了し，予算案が大多数の賛
成によって可決，成立。
19日 ▼シラーニ最高裁長官，PSCの決定

について控訴裁判所に異議申し立て。

▼インド･タミル・ナードゥ州で LTTE関
係者が逮捕される。

▼デヴィ・ネグマ法案閣議決定。
21日 ▼控訴裁判所，国会議長および PSC
に対し，シラーニ最高裁長官の申し立ての審
理が終了するまで，最高裁長官の権利を侵害
するような行為を慎むよう勧告。また，国会
議長，PSC委員および国会事務総長に対し，
1月 3日に出廷するよう通知。
22日 ▼国連難民高等弁務官事務所（UN-

HCR），「スリランカ出身の亡命希望者の国
際保護の必要性を評価するための適正ガイド
ライン」を発表。
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　 1 　国家機構図（2012年12月末現在）
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　 2 　政府要人名簿（2012年12月末現在）

　内閣
大統領，国防・都市開発，財政・計画，港
湾・空港，幹線道路兼任  Mahinda Rajapaksa
首相，仏教振興・宗教問題兼任
 D. M. Jayaratne

　上級大臣
グッド・ガバナンス，インフラ施設
 Ratnasiri Wickramanayake
人的資源  D.E.W.Gunasekera
農村問題  Athauda Seneviratne
食料安全保障  P.Dayaratne
都市問題  A.H.M.Fowzie
消費者福祉  S.B.Navinne
国家資源  Piyasena Gamage
科学問題 （Prof.） Tissa Vitharana
国家通貨協力 （Dr.） Sarath Amunugama
社会福祉  Milroy S Fernando

　大臣
灌漑・水資源管理  Nimal Siripala 
保健  Maithreepala Sirisena
環境・再生エネルギー（石油化学大臣）
 Susil Premajayantha
畜産・農村開発  Arumugam Thondaman 
上下水道  Dinesh Gunawardena
伝統工業・小企業開発  Douglas Devananda 
地方・州評議会  A.L.M.Athaullah
工業・商業  Rishad Bathiyutheen 
建設・技術サービス・住宅・公共施設
 Wimal Weerawansa 
法務  Rauff Hakeem
経済開発  Basil Rajapaksa
国民言語・社会統合  Vasudeva Nanayakkara 
高等教育  S.B.Dissanayake

外務 （Prof） G.L. Peiris
総務  W.D.J.Seneviratne
国会問題  Sumeda G Jayasena 
郵政  Jeevan Kumaranatunga 
電力・エネルギー（技術・研究大臣）
 Pavithra Wanniarachchi 
石油工業（環境大臣） Anura Priyadarshana Yapa 
児童・女性問題  Tissa Karaliyadde
労働問題  Gamini Lokuge 
教育  Bandula Gunawardena
プランテーション  Mahinda Samarasinghe
漁業・水産資源開発  Rajitha Senaratne
土地・土地開発  Janaka Bandara Tennakoon
社会サービス  Felix Perera
民間運輸サービス  C.B.Rathnayake
農業  Mahinda Yapa Abeywardena
メディア・情報  Keheliya Rambukwella
運輸  Kumara Welgama
青年問題・技術開発  Dullas Alahapperuma
協同組合・国内交易  Johnston Fernando
復興・刑務所改革  Chandrasiri Gajadeera
伝統医療  Salinda Dissanayake
小規模輸出作物促進  Reginold Cooray
海外雇用促進・福祉  Dilan Perera
ココナツ開発・国営プランテーション開発
 Jagath Pushpakumara
文化・芸術  T B Ekanayake
災害管理  Mahinda Amaraweera
再定住  Gunaratne Weerakoon
公共問題  Mervin Silva
スポーツ  Mahindananada Aluthgamage 
国有資源・企業開発  Dayasritha Tissera
通信・情報技術  Ranjith Siyambalapitiya
国家遺産  Jagath Balasuriya
砂糖産業開発（生産性向上大臣）
 Lakshman Seneviratne
経営改革  Navin Dissanayake
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民間航空  Priyankara Jayaratna
技術・研究・原子力エネルギー（電力・エネ
ルギー大臣） Patali Champika Ranwaka
投資促進（経済開発副大臣）
 Lakshman Yapa Abeywardena
植物園・公共リクリエーション（工業･商業副
大臣） Jayaratna Herath
教育サービス（青年問題･技術開発副大臣）
 Duminda Dissanayake
野生資源保護（教育副大臣）
 Gamini Vijith Vijayamuni Zoysa
生産性向上（協同組合･国内交易）
 Basheer Segudawood

　副大臣
財政・計画  Sarath Amunugama 
港湾・幹線道路（プロジェクト大臣兼）
 Rohitha Abeygunawardena 
伝統医療  Pandu Bandaranayake
建設・技術サービス・住宅・公共施設
 Lasantha Alagiyawanne
運輸  Rohana Dissanayake
畜産・農村開発  H.R.Mithrapala
港湾・幹線道路（プロジェクト大臣兼）
 Nirmala Kothalawala
電力・エネルギー Premalal Jayasekera
財政・計画  Geethanjana Gunawardena
再定住  Vinayagamoorthy Muralitharan
投資促進（技術･研究副大臣） Faizer Mustapha
地方・州評議会  Indika Bandaranayake
経済開発  Muthu Sivalingam
土地・土地開発  Siripala Gamlath
灌漑・水資源管理  W.B.Ekanayake
社会サービス  Chandrasiri Suriyarachchi
高等教育  Nandimithra Ekanayake
上下水道  Nirupama Rajapaksa
保健  Lalith Dissanayake

石油工業  Sarana Gunawardena
伝統工業・小企業開発　
 Weerakumara Dissanayake
仏教振興・宗教問題  A.D.S. Gunawardena
プランテーション  Earl Gunasekara
環境・再生エネルギー（環境副大臣）
 A.R.M.Abdul Cardar
災害管理  Dulip Wijesekera
民間航空  Geethanjana Gunawardena
経済開発  S.M. Chandrasena
経済開発（漁業・水産資源開発副大臣）
 Susantha Punchinilame
経済開発（児童・女性問題副大臣）
 M.L.A.M. Hisbullah 
漁業・水産資源開発（国有資源・企業開発副
大臣） Sarath Kumara Gunaratna

（注）　2013年 1月に内閣改造。カッコ内はそ
れ以前の役職。

（出所）　スリランカ政府ウェブサイト。
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　 1　基礎統計
2006 2007 2008 2009 2010 2011 20121）

人 口（100万人） 19.9 20.0 20.2 20.5 20.7 20.9 20.3
労 働 力 人 口（100万人） 7.62） 7.52） 8.13） 8.13） 8.13） 8.54） 8.5
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）5） － － － － 6.2 6.7 7.6
失 業 率（％） 6.5 6.0 5.4 5.8 4.9 4.2 3.9
為替レート（ 1ドル＝ルピー，年平均） 103.96 110.62 108.33 114.94 113.06 110.52 127.59
（注）　 1）暫定値。 2）北部・東部は含まない。 3）北部は含まない。 4）北・東部を含む。 5）6月より
基準年が2006/07に変更になり，12カ月の移動平均は2010年以降のみ発表。

（出所）　Central Bank of Sri Lanka，Annual Report，各年版。

　 2　支出別国民総生産（名目価格） （単位：100万ルピー）
2008 2009 2010 2011 20121）

民 間 消 費 支 出 3,085,296 3,116,221 3,651,578 4,568,393 5,274,451
政 府 消 費 支 出 713,788 851,549 872,610 967,702 1,021,443
総 資 本 形 成 1,215,248 1,181,449 1,545,500 1,960,179 2,322,732
財 / サ ー ビ ス 輸 出 1,095,679 1,031,289 1,254,021 1,508,565 1,729,033
財 / サ ー ビ ス 輸 入 1,699,328 1,345,216 1,719,605 2,460,830 2,765,283
国 内 総 生 産（GDP） 4,410,682 4,835,293 5,604,104 6,542,663 7,433,954
　（注）　 1） 暫定値。
　（出所）　表 1に同じ。TABLE 9

　 3　産業別国内総生産（実質： 2002年価格） （単位：100万ルピー）
2008 2009 2010 2011 20121）

農 林 水 産 業 285,897 295,097 315,610 320,346 338,625
鉱 業 ・ 採 石 48,090 52,030 60,079 71,191 84,672
製 造 業 413,681 427,334 458,660 494,990 520,938
建 設 業 154,173 162,790 177,912 203,204 247,091
電 気 ・ 水 道 56,847 58,974 63,682 69,547 72,634
運 輸 ・ 通 信 310,029 329,578 368,643 410,402 435,872
卸 売 ・ 小 売 571,911 570,698 613,358 676,565 701,408
ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン 8,741 9,901 13,845 17,501 21,029
金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 206,048 217,819 234,255 252,706 269,744
行 政 サ ー ビ ス 181,051 191,778 202,187 204,704 207,559
国 内 総 生 産（GDP） 2,365,501 2,449,214 2,645,542 2,863,715 3,047,277
実 質 G D P 成 長 率（％） 6.0 3.5 8.0 8.3 6.4
（注）　 1）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。TABLE 2
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　 4　輸出・輸入分類 （単位：100万ドル）
2007 2008 2009 2010 2011 20121）

輸 出 7,640 8,111 7,085 8,570 10,559 9,773
農 業 1,507 1,855 1,690 2,132 2,528 2,332
工 業 5,967 6,160 5,305 6,154 7,992 7,371
鉱 業 129 122 89 95 33 61
輸 入 11,296 14,008 10,207 13,451 20,269 19,087
消 費 財 2,002 2,549 1,972 2,870 3,654 2,995
中 間 財 6,513 8,341 6,559 7,496 12,275 11,572
投 資 財 2,685 2,978 2,451 2,909 4,286 4,492
貿 易 収 支 -3,657 -5,987 -3,122 -4,881 -9,710 -9,313
（注）　 1）暫定値。
（出所）　Central Bank of Sri Lanka，“Press Release.”

　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2007 2008 2009 2010 2011 20121）

貿 易 収 支 -3,656 -5,981 -3,122 -4,881 -9,710 -9,409
サ ー ビ ス 収 支 302 401 391 707 1,099 1,250
所 得 収 支 -358 -972 -488 -617 -647 -1,469
移 転 収 支 2,311 2,666 3,005 3,660 4,643 5,392
経 常 収 支 -1,401 -3,886 -214 -1,075 -4,615 -3,915
資 本 収 支 269 291 233 164 164 130
金 融 勘 定 1,828 1,483 2,361 2,713 4,098 4,554
長 期 1,251 1,016 1,303 2,380 3,308 2,872
直 接 投 資 548 691 384 435 896 813
民 間 長 期 31 74 79 149 175 562
政 府 長 期 672 252 840 1,796 2,237 1,497

短 期 577 466 1,058 333 790 1,681
誤 差 脱 漏 - 728 346 -881 -708 -617
総 合 収 支 531 -1,385 2,725 921 -353 769
（注）　1） 暫定値。
（出所）　表 1に同じ，Appendix Table 80A.
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